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写命 令 書 ○

申 立 人 横浜市鶴見区安善町２丁目１番地

スタンダード・ヴァキューム石油自主労働組合

京浜支部連合会エッソ・モービル鶴見支部

執行委員長 Ｘ

被 申 立 人 東京都港区港南一丁目８番15号

エクソンモービル有限会社

代表取締役 Ｙ

上記当事者間の神労委平成18年（不）第38号不当労働行為救済申立事件に

ついて、当委員会は、平成22年３月19日第1454回公益委員会議において、会

長公益委員関一郎、公益委員盛誠吾、同藤井稔、同高荒敏明、同神尾真知子

及び同浜村彰が出席し、合議の上、次のとおり命令する。

主 文

本件申立てを棄却する。

理 由

第１ 事案の概要等

１ 事案の概要

、 （ 「 」 。）本件は 被申立人エクソンモービル有限会社 以下 会社 という

が、住宅手当の運用ルール（以下「運用ルール」という ）を申立人ス。

タンダード・ヴァキューム石油自主労働組合京浜支部連合会エッソ・モ

ービル鶴見支部（以下「組合」という ）との合意のないまま変更し、。

平成18年１月から申立人の組合員であるＡ（以下「Ａ」という ）の住。

宅手当の支給区分を既婚者 月額５万6,700円 から単身独立生計者 月（ ） （

額３万7,200円）へ変更し実施していることは、会社の弾圧労務政策に

屈せず労働者として団結し、労働組合として筋を通して戦い続けている

申立人組合員に対して不利益変更を強行するものであり、労働組合法第

７条第１号に該当する不当労働行為であるとして、平成18年12月27日、

救済申立てのあった事件である。

２ 請求する救済内容要旨
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（1) Ａの住宅手当の支給区分を、配偶者の死亡を理由に変更してはなら

ない。

（2) 謝罪文を掲示するとともに社内報にて従業員、関係会社、関連下請

け企業及び関連代理店に配布すること。

３ 争点

Ａへの「配偶者死亡による住宅手当の支給区分の変更」は、組合員で

あることを理由として行われたものであるか否か。

第２ 認定した事実

１ 当事者等

（1) 申立人

組合は、申立外スタンダード・ヴァキューム石油自主労働組合（以

下「ス労自主」という ）の下部組織であった同京浜支部連合会エッ。

ソ鶴見支部と同京浜支部連合会モービル鶴見支部が、平成14年10月12

日に併合して形成された労働組合で、肩書地に事務所を置き、会社の

従業員及び組合の承認を得た者によって構成され、平成21年10月20日

現在における組合員数は２名である。

（2) 被申立人

、 、 、 、会社は 肩書地に本社を置き 全国に約50か所の支店 販売事務所

管理事務所、油槽所等の事業所を設け、各種石油・石油化学製品及び

関連製品の販売並びにグループ各社の管理統括部門の一部を業とする

資本金500億円の有限会社で、平成21年10月20日現在における従業員

数は869名である。

会社の前身であるエッソ石油有限会社（以下「エッソ石油」とい

う 、モービル石油有限会社（以下「モービル石油」という ）及び。） 。

東燃ゼネラル石油株式会社（以下「東燃ゼネラル」という ）は、平。

成12年７月、業務統合を行い、新たにエクソンモービルマーケティン

グ有限会社（以下「ＥＭＭＳ」という ）とエクソンモービルビジネ。

スサービス有限会社（以下「ＥＭＢＳ」という ）を設立し、営業部。

門をＥＭＭＳが、人事・法務等の管理部門をＥＭＢＳが、製造・物流

部門を東燃ゼネラルが行うこととして、日本におけるエクソンモービ

ルグループを形成した。

その後、平成14年６月、エッソ石油、モービル石油、ＥＭＭＳ及び

ＥＭＢＳがエッソ石油を存続会社として合併し、商号をエクソンモー

ビル有限会社に変更して現在の会社となった。
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【乙16P1、乙19-1】

２ 会社における労使関係等

（1) ス労自主は、昭和57年10月14日に会社の前身であるエッソ石油株式

会社（当時）及びモービル石油株式会社（当時）に対して組合結成通

告を行った。

（2) ス労自主が昭和59年４月20日に行った争議行為で、ス労自主の組合

員が、エッソ石油株式会社大阪支店（当時）の事務所内に不法に侵入

したとして 建造物侵入の容疑で逮捕され そのうちの５名が起訴 以、 、 （

「 」 。） 。 、 、下 59年刑事事件 という された 会社は 同年７月24日付けで

59年刑事事件などを理由にス労自主の組合員12名を懲戒処分（５名を

懲戒解雇、７名を出勤停止）とした。この懲戒処分について、ス労自

主は、同年８月20日、大阪府地方労働委員会（以下「大阪府労委」と

いう ）に不当労働行為の救済申立てを行い、大阪府労委が平成16年。

11月５日に救済申立てを棄却したところ、同日、ス労自主は中央労働

委員会（以下「中労委」という ）に再審査を申し立て、現在係属中。

である。

なお 59年刑事事件では 平成５年11月25日の最高裁判所 以下 最、 、 （ 「

高裁」という ）の判決により、５名の有罪が確定した。また、懲戒。

解雇については、裁判所に解雇の無効を求める労働契約確認請求事件

として訴訟提起されたが、最高裁の判決により、解雇の有効が確定し

ている。

【乙3～4、第4回審問速記録P2,P8Ｈ証言】

（3) ス労自主は、モービル石油株式会社（当時）が、Ａに対し、昭和58

年４月１日付けで会社鶴見油槽所の製造課から製油一課への配置転換

を通告（以下「配転命令」という ）したこと、配転命令に抗議する。

目的で指名スト等を行ったことに対し懲戒処分（出勤停止15日）した

こと、指名スト期間中、欠勤扱いし、有給休暇の取得を認めなかった

ことが不当労働行為であるとして、昭和60年10月19日にＡに対する懲

戒処分の取消しを求めて大阪府労委に救済を申し立てた。その後、ス

労自主は、平成３年３月25日に当初申立てに加え、配転命令の撤回及

び製造課への復帰を求める申立てを行った。これに対し、初審大阪府

労委は、平成５年８月18日、配転命令に係る申立てについては申立期

間徒過を理由に却下し、その余の申立てを棄却した。ス労自主は、中

労委に再審査を申し立てたが、中労委は平成18年10月４日にこれを棄
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却した。ス労自主は、これを不服として東京地方裁判所に取消訴訟を

提起したところ、同地方裁判所は平成20年10月30日、ス労自主の請求

を棄却したため、東京高等裁判所に控訴提起したところ、同高等裁判

所は平成21年３月25日に控訴を棄却した。

【乙13～15、第6回審問速記録P2～3Ａ証言】

（4) ス労自主は、昭和57年９月の組合結成以降、会社を相手方として、

前記(2)及び(3)の事件のほか、全国で多数の不当労働行為の救済申立

てや訴訟を提起している。

【乙6～12】

３ 会社における住宅手当制度

（1) 住宅手当の支給区分等

会社には、従業員に対して住宅手当を支給する制度があり、平成８

年に改訂されて以降 その支給区分は 扶養家族を有する者 と 扶、 、「 」 「

養家族を有しない者」に大きく分けられており 「扶養家族を有しな、

い者」がさらに「既婚者 「単身独立生計者」及び「単身親元」に」、

区分されている。

平成17年４月１日現在における人事関係規定集には住宅手当の１月

当たりの支給額が、次のとおり定められていた。

ア 扶養家族を有する者 月額６万7,700円

イ 扶養家族を有しない者

(ｱ) 既婚者 月額５万6,700円

(ｲ) 単身独立生計者 月額３万7,200円

(ｳ) 単身親元 月額１万円

なお、扶養家族とは所得税法上の扶養親族をいい、単身親元に該当

する場合であっても、当該従業員が世帯の主たる生計責任者である場

合は、単身独立生計者の支給区分を適用していた。また、会社の住宅

施設を利用する者には住宅手当は支給しないこととしていた。

【甲6、乙21-1P20】

（2) 住宅手当の運用ルール

会社には、住宅手当の支給を決定する際に適用する特例措置を定め

た運用ルールが存在する。その内容は 「扶養家族を有する者」の住、

宅手当を受けている従業員が、被扶養者の就職や年金受給などの理由

により扶養者から外れた場合、その元被扶養者と同居する場合に限っ

て、住宅手当は 「単身独立生計者」ではなく 「扶養家族を有しな、 、
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」 「 」 。い者 のうちの 既婚者 の住宅手当を支給するというものであった

会社が「運用ルール」を設けたのは 「扶養家族を有する者」に該当、

していた「独身の従業員」が、引き続き元被扶養者と同居し生計を共

にしているのであれば、当該従業員の生活実態に大きな変化はないた

、 「 」 、め 配偶者がいなくても特例として 既婚者 として扱うことにして

住宅手当の減額幅をできるだけ小さくするよう配慮するためであっ

た。

なお 「運用ルール」は 「独身で扶養者を有していた者」を対象、 、

としており、元々「扶養家族を有しない既婚者」に該当していた者が

何らかの理由で配偶者をなくした場合で、元被扶養者と同居している

場合の取扱いについては定めていなかった。

運用ルールは、人事部内の内規であり、会社の人事関係規定集など

で明文化されたものではなく、労働組合や従業員には公表されていな

かったが、会社は、平成17年１月14日付けのス労自主からの開示要求

を受けて、同年２月４日、品川で開催されたス労自主と会社との団体

交渉（以下「本部団交」という ）において、同日付けの「会社ポリ。

シー項目における運用ルールについて」と題する書面を提示し、住宅

手当には「非管理職従業員で独身で扶養者を有する者が、被扶養者の

就職や年金受給開始などの理由から扶養者から外れた場合、その元被

扶養者と同居する場合に限って住宅手当は 『単身独立生計者』では、

なく 『扶養家族を有しない既婚者』扱いとする 」という運用ルー、 。

ルが存在すると説明している。

【甲8、甲30-1P46～47、第1回審問速記録P16～17Ｆ証言、第7回審問

速記録P3～7Ｏ証言】

４ Ａの住宅手当変更の経緯

（ 、 。 、 、1) 平成17年５月13日 Ａの妻が死亡した Ａは 妻が死亡する以前は

妻に収入があったため妻を扶養家族としておらず、住宅手当の支給区

分は「既婚者」が適用され、月額５万6,700円の支給を受けていた。

、 、 、また Ａは 長女が生まれた昭和48年から就職した平成８年までの間

長女を扶養していた。

Ａは、妻死亡に伴う手続として、平成17年６月２日、会社のバンコ

ク人事担当部門の担当者からの指示を受け、人事記録及び「扶養控除

等（異動）申告書」を提出した。その際に、住宅手当の変更手続につ

いて指示がなかったので、会社の人事部労務ポリシーディビジョンア
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ナリストのＢ（以下「Ｂ」という ）に住宅手当の変更手続について。

照会した。

Ｂは、住宅手当の変更手続の照会先として、賃金・福祉課のＣ（以

下「Ｃ」という ）の連絡先をＡに伝え、Ａは電話でＣに住宅手当の。

変更手続の方法を照会した。

【甲13、甲15、乙16P6、第5回審問速記録P14～16Ａ証言、第6回審問

速記録P4,P7Ａ証言】

（2) Ａは、平成17年６月９日、Ｃから住宅手当の変更手続について記載

された電子メール（以下「メール」という ）を受信した。メールに。

、 「 」 、 「 」は 配偶者死亡のため 独身 となり 住宅手当は 単身独立生計者

に該当することになるが、過去に扶養していた者が同居し生計を共に

する場合に限り「既婚者」と同等の手当を支給すること、提出書類は

「同居の事実を証明するもの（住民票 」及び「過去に扶養していた）

ことを証明するもの（源泉徴収票など 」であることが記載されてい）

た。

【甲14、第5回審問速記録P17～18Ａ証言】

3) Ａは 平成17年６月10日 前記(2)のメールに対し 電話でＣに 長（ 、 、 、 「

女は13年前に就職しており、扶養家族であった頃の源泉徴収票の提出

は困難である 」ことを伝えた。その際、Ｃから長女の結婚の有無に。

ついて尋ねられたので「結婚している 」と回答した。これに対して。

Ｃは 「それだと条件が違ってくる。もう一度確認する 」と回答し、、 。

しばらくして「確認した結果、間違いないので住民票と源泉徴収票を

提出してください 」とＡに伝えた。。

Ａは改めて、Ｃに対して、長女を扶養していた当時の源泉徴収票は

持っていないので、会社の人事記録で確認することを求めたところ、

Ｃは平成13年９月に導入された人事給与システムにそれ以前の情報が

登録されていないことから 「人事にそのような書類はない 」とＡ、 。

に回答した。

【第5回審問速記録P17～19Ａ証言】

（4) Ａは「人事にそのような書類はない 」というＣの回答に対し、Ｂ。

に「人事部で従業員の人事記録を持っていないということだが本当

か 」と確認したところ、Ｂは「持っていないわけではなく外部倉庫。

に預けてある 」と回答した。Ａは、10年以上前の源泉徴収票は持っ。

ていないので、会社の人事記録で確認することをＢに求めたところ、
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ＢもＡが源泉徴収票を持っていないことに理解を示した上で「検討さ

せてください 」と回答した。。

その後、Ｂは「倉庫に人事記録を探しに行くのも現実的ではないの

で、過去に扶養家族を有していたことの『確認書』の提出をもって証

明とする 」旨をＡに回答した。。

なお、会社がＡに提出を求めた「過去に扶養していたことを証明す

る書類」については、平成17年６月27日に開催された本部団交におい

、 、 、て ス労自主から Ａが源泉徴収票を提出するのは困難であるとして

取扱いをどのようにするかが議題として取り上げられた。

【乙16P7、第5回審問速記録P19～20Ａ証言】

（5) 平成17年９月２日、品川で本部団交が開催され、ス労自主から申入

れのあった議題の一つとして、Ａの住宅手当変更についての話合いが

行われ、ス労自主からは中央執行副委員長Ｄ（以下「Ｄ副委員長」と

いう 、中央書記長Ｅ（以下「Ｅ書記長」という 、中央執行委員。） 。）

Ｆ（以下「Ｆ」という ）及び中央執行委員Ｘ（以下「Ｘ」という ）。 。

の４名が、会社からは人事部労務ポリシーディビジョンマネージャー

Ｇ（当時。以下「Ｇマネージャー」という ）及びＢの２名が出席し。

た。

、 、 （ 「 」この本部団交で ス労自主は 中央執行委員長Ｈ 以下 Ｈ委員長

。） 「 」 。という 名で会社代表Ｉあてに 確認書 と題する文書を提出した

この文書には「…今回組合員Ａの妻死亡による住宅手当の取扱いにつ

、 、いて 賃金・福祉課担当者より本年６月９日付Ｅメールで通知された

過去に扶養していた者と同居し生計を共にする場合は 『単身独立生、

』 、『 』 。」計者 ではなく 既婚者 の取扱いとすることを暫定的に確認する

と記載されていた。また、ス労自主は、住宅手当の変更に必要な書類

として、住民票と過去に扶養していたということを証明する旨を記載

した文書を提出するようにＡに連絡して、必要書類を用意させること

を表明し、会社もこれを了承した。

【甲4、甲11、乙1、乙20-1P9、第5回審問速記録P21Ａ証言】

（6) Ａは、平成17年９月６日、住民票と過去に長女を扶養していたとい

「 」 。 、う内容を記載した 確認書 と題する文書を会社に提出した 会社は

Ａから提出された住民票では、Ａの長女の住民票における世帯主は長

女の夫であり、Ａと長女が別世帯であったことから、Ａに世帯状況を

確認したところ、Ａは長女とは別世帯であると回答した。会社は、Ａ
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と長女が別世帯であることを確認したため、Ａと長女のケースは「生

計を共にする場合」には該当せず、住宅手当の支給区分は「既婚者」

ではなく 「単身独立生計者」として取り扱わざるを得ない旨をＡに、

伝えたところ、Ａは不満を示した。

【甲15、乙16P7～8、乙17-1～2、第5回審問速記録P22Ａ証言】

（7) 平成17年10月20日、品川で本部団交が開催された。この団体交渉に

は、ス労自主からはＨ委員長、Ｄ副委員長、Ｅ書記長、Ｆ、Ｘ、Ａ及

び中央執行委員Ｊ（以下「Ｊ」という ）の７名が、会社からはＧマ。

ネージャー及びＢの２名が出席し、議題の一つとして、Ａの住宅手当

の変更について話合いが行われた。

会社は、ス労自主に対し、Ａから提出された住民票でＡと長女が別

世帯であることが確認されたため、Ａの住宅手当の支給区分は「単身

独立生計者」となることを「住宅手当の運用ルールについて」と題す

る文書を提示して説明した。この文書には、住宅手当の支給における

「現行の運用ルール」が「ランク１（有扶養家族）の住宅手当を受け

ている従業員が、被扶養者が就職や年金受給などの理由から扶養者か

ら外れた場合、その元被扶養者と同居する場合に限って住宅手当は、

ランク３（単身独立生計者）ではなく、ランク２（既婚者）の住宅手

当を支給する 」であることのほか 「運用ルールの追加」として「但。 、

し、同居の非扶養家族が結婚などにより生計を別にしている（当該従

業員と別世帯）場合は、ランク２の適用は行わない 」ことが記載さ。

れていた。会社は、その理由について「同居の非扶養家族が結婚など

により生計を別にしている（当該従業員と別世帯）場合は、住宅手当

支給の本来の趣旨にそぐわないため、ランク２を適用することはでき

ない 」からであると説明したが、ス労自主は、ＡがＣに長女が結婚。

していることを伝えた上で、書類を提出するよう言われていること、

会社が「運用ルールの追加」として説明した住宅手当の取扱いについ

、 、て 団体交渉の前日に人事部内で確認をしたとしていることなどから

「あえて嫌がらせ的にわざわざつけ加えている… 「組合からみる。」

と、改悪変更になる… 」などと主張し、話合いは合意には至らなか。

った。

【甲1P4、甲4P1、甲5、甲30-2P10～15、乙16P9、第5回審問速記録P23

～25Ａ証言】

（8) 平成17年11月11日、大阪で本部団交が開催され、ス労自主からはＨ
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委員長、Ｄ副委員長、中央執行副委員長Ｋ（以下「Ｋ副委員長」とい

う ）及びＦの４名が、会社からはＧマネージャー及びＢの２名が出。

席し、同年10月20日の本部団交に引き続き、Ａの住宅手当の取扱いに

ついて話合いが行われた。

会社は、住宅手当の支給区分を決定する際の考え方について「住宅

手当支給額決定フロー」と題する資料を提示し、Ａの場合は、長女と

同居はしているが、長女は結婚して別世帯であるので、Ａの住宅手当

の支給区分は「単身独立生計者」として取り扱わざるを得ないと説明

した。

ス労自主は、会社では以前、男性従業員の場合は結婚すれば無条件

に最高額となる「配偶者または扶養家族を有する者」という支給区分

（当時）を適用するが、女性従業員の場合には夫より収入が多いこと

が証明された場合に「配偶者または扶養家族を有する者」という支給

区分を適用する運用がなされていたが、ス労自主から「男女差別であ

る」として指摘を受けたことなどから、昭和53年に男女ともに結婚す

れば「配偶者または扶養家族を有する者」の支給区分を適用すること

に変更した経緯があったこと、当時の交渉経過の中での考え方は、扶

養の有無にかかわらず、結婚して住宅に関する一定の責任を持ってい

る者に「配偶者または扶養家族を有する者」の支給区分を適用すると

していたこと、今回、会社の示した住宅手当の運用ルールについての

考え方は、扶養の有無によって運用ルールを変更したものであり、受

け入れられないと主張した。このため、ス労自主と会社は、引き続き

協議を行うこととなった。

【甲4P2、甲12、甲31-1、乙20-3P9～11】

（9) 平成17年11月21日、品川で本部団交が開催され、ス労自主からはＨ

委員長、Ｄ副委員長、中央執行副委員長Ｌ（以下「Ｌ副委員長」とい

う 、Ｅ書記長、Ｆ、Ｘ、Ａ及びＪの８名が、会社からはＧマネー。）

ジャー及びＢの２名が出席し、Ａの住宅手当変更について話合いが行

われた。

会社は、Ａは長女夫婦と同居はしているが、長女夫婦に対して生計

責任があるとみなすことはできないので、Ａの住宅手当の支給区分を

「単身独立生計者」にすると判断したこと、平成18年１月以降、Ａの

住宅手当は、現行の「既婚者」の月額５万6,700円から「単身独立生

計者」の月額３万7,200円に変更すること、妻死亡後も「既婚者」と
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して取り扱っていたために多く支給していた住宅手当の差額分につい

ては、これまでの話合いの経緯を踏まえ、妻死亡時に遡及しての調整

は行わないことを考えている旨説明した。

ス労自主は、住宅手当は労働条件の一つであり、労使で協議し確認

する中で現在に至っている、団体交渉の前日に会社が一方的に確認し

たとして、後付けで運用ルールを追加して勝手に決められるものでは

ないと主張したことから、話合いは合意には至らず、継続して協議す

ることとなった。

【甲1P4、甲4P2、甲31-2、乙20-4P30～33】

（10) 平成17年11月23日、Ａの父親が死亡した。Ａは、平成18年１月23日

「 （ ） 」に母親を扶養家族として追加する内容の 扶養控除等 異動 申告書

を会社に提出したが、住宅手当の変更申請書の提出を行わなかった。

【甲18、乙2-2P22～23】

（11) 平成17年12月９日、品川で本部団交が開催され、ス労自主からはＨ

委員長、Ｄ副委員長、Ｅ書記長、Ｆ、Ｘ及びＡの６名が、会社からは

Ｇマネージャー及びＢの２名が出席し、Ａの住宅手当の変更について

話合いが行われた。

会社は、Ａの住宅手当の支給区分は「既婚者」ではなく「単身独立

生計者」で、平成18年１月１日以降は「単身独立生計者」の支給区分

を適用すると説明したが、ス労自主は、支給区分の変更は改悪変更で

あるとしてこれを了解しなかった。

その後、平成17年12月22日にも品川で本部団交が行われ、ス労自主

からはＤ副委員長、Ｌ副委員長、Ｋ副委員長、中央執行副委員長Ｍ、

、 、Ｆ及びＸの６名が 会社からはＧマネージャー及びＢの２名が出席し

Ａの住宅手当変更について話合いが行われたが、会社は、Ａの住宅手

当の支給区分が「単身独立生計者」となることの考え方については十

分に話をした、これ以上議論をしても非常に難しいと判断したので、

平成18年１月からＡの住宅手当は「単身独立生計者」の区分を適用す

ると説明し、これに対しス労自主は、了解できないと回答した。

【甲4P2、甲31-3～4、乙20-5P27～30、乙20-6P27】

（12) 会社は平成18年１月５日付け文書で、Ａに対し、住宅手当の支給区

分が「既婚者」から「単身独立生計者」に変更となったので、住宅手

当を同年１月分給与から現行の月額５万6,700円から月額３万7,200円

に変更することを通知した。
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平成18年１月20日、品川で本部団交が開催され、ス労自主からはＤ

副委員長、Ｆ、Ｘ及びＡの４名が、会社からはＧマネージャー及びＢ

の２名が出席し、Ａの住宅手当変更について話合いが行われた。ス労

自主は、Ａの住宅手当を「単身独立生計者」に変更することについて

、 、 、は了解できないとして 会社に対し 同月５日付け会社文書を撤回し

協議を続けることを求めたが、会社は 「十分説明をした。社員間の、

公平という問題もあるので、いつまでもこのままにすることはできな

。 。」い １月から変えさせていただくという考えを変更する考えはない

と回答した。

【甲17、甲31-5、乙20-7P16～21】

13) 会社は 平成18年４月１日 住宅手当の支給額の一部を改訂し 扶（ 、 、 、「

養家族を有する者」に支給する手当額を月額６万7,700円から月額６

万8,900円に 「単身独立生計者」に支給する手当額を月額３万7,200、

円から月額３万7,900円に変更した。

【乙21-3P20】

５ 本件不当労働行為救済申立て及び住宅手当支給をめぐるその後の経緯

（1) 組合は、平成18年12月27日、Ａの住宅手当を同年１月に遡って「既

婚者」である５万6,700円に戻し、減額分を返還すること等を救済内

容とする本件不当労働行為救済を申し立てた。

（2) 会社のバンコク人事部給与課の担当者は、平成18年12月14日、Ａに

対し「扶養控除等（異動）申告書」で届け出られている扶養家族の状

況と住宅手当の支給区分が一致していないので、住宅手当の変更申請

書を提出するようメールで連絡を行った。Ａは、このメールを見落と

しており、平成19年１月になってから確認した。

【甲19、乙2-1P13、第5回審問速記録P28～P30Ａ証言】

（3) 平成19年１月22日、品川で本部団交が開催され、ス労自主からはＬ

副委員長、Ｅ書記長、Ｆ、Ｊ、Ｎ、Ｘ及びＡの７名が、会社からは人

事部労務マネージャーＯ（以下「Ｏマネージャー」という ）及びＢ。

の２名が出席した。

ス労自主は、前記(2)の平成18年12月14日付けメールの内容が、平

成17年11月21日に開催された本部団交において会社が説明した「Ａの

『 』 『 』妻死亡により住宅手当の支給区分を 既婚者 から 単身独立生計者

に変更する 「交渉経過を踏まえて妻死亡時に遡及して住宅手当の」、

調整は行わない」という内容と異なるものであったため、会社に対し
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て事実確認を求めた。

会社はス労自主からの指摘を受け、平成18年１月23日にＡが提出し

た「扶養控除等（異動）申告書」とＡに支給している住宅手当の支給

区分が一致していないこと、Ａが平成17年11月23日から母親を扶養家

族に追加しているのであれば、Ａの住宅手当の支給区分は同日以降は

「扶養家族を有する者」となる可能性があるため、確認することとし

た。

【乙2-1P13～17】

（4) 平成19年２月28日、品川で本部団交が行われ、ス労自主からはＨ委

員長、Ｌ副委員長、Ｆ、Ｊ、Ｘ及びＡの６名が、会社からはＯマネー

ジャー及びＢの２名が出席した。

会社は、ス労自主に対し、Ａが母親を平成17年11月23日から扶養家

族としたこと、Ａが母親を扶養家族としたことに伴う住宅手当の変更

手続を行わなかった事実を確認した上で、Ａからの「住宅手当支給・

変更申請書」の提出をもって、Ａの住宅手当の支給区分を平成17年11

月23日から「扶養家族を有する者」に変更することを説明した。それ

によれば、Ａの住宅手当は、平成13年９月１日から平成17年11月22日

までの支給区分は「既婚者」で月額５万6,700円、同月23日以降の支

給区分は母親を扶養家族としたことから「扶養家族を有する者」に変

更となり、同日から平成18年３月31日までは月額６万7,700円、同年

４月１日以降は月額６万8,900円が支給されるということであった。

また、前記(3)の本部団交で、会社がス労自主から事実確認を求めら

れていた、前記(2)の平成18年12月14日付けメールに記載されていた

内容が、平成17年11月21日の本部団交で会社が説明し、会社がＡの住

宅手当の支給において実際に行っている取扱いと異なっていたことに

ついては、会社内での確認作業が十分でなかったという単純ミスであ

ったと説明した。

ス労自主は、会社の行ったこれらの説明に対して、いずれの説明に

ついても「わかりました 」と回答した。。

【乙2-2P22～24】

（5) Ａは、平成19年３月13日 「住宅手当支給・変更申請書」をバンコ、

ク人事部給与課に提出した。会社は同月23日、Ａに対し同月分給与か

ら住宅手当の支給区分を「扶養親族を有する者」に変更し、月額６万

8,900円の支給を開始した。併せて、Ａが母親を扶養家族とした平成
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17年11月23日に遡及して、Ａに支給されるべきであった住宅手当の額

と実際に支給されていた手当額との差額44万6,250円を支給した。

ス労自主は、平成19年４月27日に品川で開催された本部団交におい

て、会社が同年３月23日にＡに支給した住宅手当の計算方法について

Ａがバンコク人事部給与課に確認したところ、計算方法のうち平成17

年11月分の日割り計算の方法は、組合が了解しているものとは異なる

計算式であるが、その余の計算式については的確に計算がなされてい

ることが確認されたので、Ａとしては会社が支給した金額を「仮に受

領する」と回答した。

【甲21、乙2-3P23、第6回審問速記録P6～7,P10Ａ証言、第7回審問速

記録P11～12Ｏ証言】

（6) 組合は、平成19年５月29日付けの準備書面(1)により、請求する救

済内容を、Ａの住宅手当の支給区分を配偶者の死亡を理由に変更して

はならない旨に変更した。

第３ 判断及び法律上の根拠

１ 不利益性の有無と不当労働行為性の検討

本件において、会社がＡの住宅手当の支給区分を「既婚者」から「単

身独立生計者」に変更した事実のみを取り上げれば、Ａの住宅手当は月

額５万6,700円から月額３万7,200円に減額されたことになり、支給区分

が変更された時点では、Ａに経済的な不利益性が認められる。よって、

この不利益が組合員であることを理由とするものであるか否かについ

て、支給区分の変更自体と変更に至る手続について検討し、会社の行為

に不当労働行為性が認められるか否かを判断する。

(1) 申立人の主張

ア 「単身独立生計者」への支給区分の変更自体について

住宅手当の支給区分をどのようにするか、その支給区分にはどの

ようなケースが適用されるかは、重要な労働条件であり、労使の協

議決定事項である。

しかしながら、会社は、Ａの配偶者が死亡したことを理由に、あ

りもしない住宅手当の「運用ルール」なるものをでっち上げて、Ａ

の住宅手当の支給区分を「既婚者 （月額５万6,700円）から下位」

の区分である「単身独立生計者 （月額３万7,200円）に変更し、」

手当を減額するという不利益扱いを実施強行した。

イ 支給区分変更に至る手続について
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(ｱ) 支給区分の変更における組合との合意について

会社において、かつて扶養した子女と同居する場合で、その子

女が結婚しているケースはこれまでに事例がない。Ａのケースに

おいて、前例のないケースが生じたのであるから、その取扱いに

ついては組合と協議して合意を得るのが当然である。

しかしながら、会社は、組合と協議することもなく、合意を得

ることもなく一方的にＡの住宅手当の支給区分を「既婚者」から

「単身独立生計者」に変更し、Ａに押しつけた。

仮にＡがス労自主組合員でなく、エクソンモービルグループ労

働組合の組合員だったとすれば、会社はかかる対応をすることは

、 、「 」（ ）なく 協議を尽くし 扶養家族を有する者 月額６万8,900円

として取り扱うことも考えられる。何故なら、会社はエクソンモ

ービル買収合併に当たってエッソ、モービル、東燃ゼネラルの３

社の労働条件一本化の提案を行った際、ス労自主との交渉におい

ては、会社提案を押しつけたが、エクソンモービルグループ労働

組合を含む他労組との交渉においては、他労組の主張・要求を取

り入れ、会社提案と異なる内容で合意している。会社の対応の違

いは、一重にス労自主を嫌悪しているに他ならず、本件もその一

環として行われた差別的取扱いである。

(ｲ) 平成17年９月２日の本部団交での労使間の確認事項とその後の

「運用ルール」の適用について

会社は、平成17年９月２日に行われた本部団交において、Ａの

住宅手当の支給区分を「既婚者」にすることが確認されているに

もかかわらず、同年10月20日の団体交渉で、この確認を反故にし

て、突然 「運用ルール」を追加して、Ａの住宅手当の支給区分、

を「既婚者」から「単身独立生計者」に変更すると言い出した。

(ｳ) 支給区分決定要件の運用について

会社は、Ａが母親を扶養家族としたことに伴い、Ａと母親は別

世帯であり、かつ同居もしていないにもかかわらず、Ａの住宅手

当の支給区分を「扶養家族を有する者」に変更している。このこ

とからしても、住宅手当の支給区分決定において 「同一世帯 、、 」

「生計を共にする」ことは絶対要件ではなく、会社の恣意的運用

とされていたのが実態である。

(ｴ) ＡとＣとのやり取りに伴う会社の対応について
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住宅手当の担当者で、会社自身も「届出方法に詳しい」と認め

ている賃金・福祉課のＣが、Ａが長女が結婚している事実を伝え

た際に 「分からないけど、書類が必要なのは間違いない」など、

と言うのはあり得ないことで、支給区分が「既婚者」となる条件

に該当するか否かを考慮し、該当するから手続きに必要な書類を

Ａに求めたのであり、該当しなければ、書類の提出を求めること

はないはずである。

これを見ても、いかに会社が、Ａを不利益扱いするために、虚

言を弄し、それを取り繕うための居直りに終始しているかは明ら

かである。

(2) 被申立人の主張

ア 「単身独立生計者」への支給区分の変更自体について

Ａの配偶者死亡に伴う住宅手当の支給区分の 既婚者 から 単「 」 「

身独立生計者」への変更は、従業員であれば誰にでも適用される

人事関係規定集の住宅手当に関する規定と「運用ルール」に則っ

た取扱いであり、Ａが組合またはス労自主組合員であることや、

同人の組合活動を理由とした取扱いでは全くない。

イ 支給区分変更に至る手続について

(ｱ) 支給区分の変更における組合との合意について

そもそもス労自主は、平成17年９月２日付けの「確認書」で過

去に扶養していた者と同居し生計を共にする場合は 「単身独立生、

計者」ではなく 「既婚者」の取扱いとすることを暫定的に確認す、

るとして、住宅手当の支給区分を「既婚者」に該当するための要

件が「生計を共にする」ことであることに賛同していた。

これに従ってもＡの住宅手当の支給区分は「単身独立生計者」

に該当することになり、Ａが組合またはス労自主の組合員である

ことや、同人の組合活動を理由とするものではなく、本件におい

て労働組合法第７条第１号所定の不当労働行為が成立する余地は

あり得ない。

(ｲ) 平成17年９月２日の本部団交での労使間の確認事項とその後の

「運用ルール」の適用について

平成17年９月２日に行われた本部団交において、ス労自主は、

「過去に扶養していた者と同居し生計を共にする場合は 『単身独、

立生計者』ではなく 『既婚者』の取扱いとする」という本件「運、
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用ルール」に従った取扱いを暫定的に認めるという趣旨の「確認

書」を会社に提出した。

加えて、ス労自主と会社は、Ａが住民票と同人が過去に長女を

扶養していた事実を記載した確認書を、会社に対して提出するこ

とを確認している。

その後、会社は、Ａとその長女が住所を同じくするも生計を共

にしていなかったことが判明したため、今後同様のケースが発生

したときに備え 「運用ルール」のうちの「生計を共にする」と、

いう要件をさらに明確化し、同居していても生計を共にしていな

い場合の取扱いがはっきり分かるようにすべきであると考えたこ

、「 」 、 「 」とと 運用ルール が適用された結果 Ａが 単身独立生計者

として取り扱われる理由をス労自主とＡにわかりやすく説明し、

納得を得る必要があると考えたことから、平成17年10月20日の本

部団交において 「運用ルールの追加」という表題で書面を作成、

し、提示することで 「生計を共にする」という要件を改めて明、

確化したに過ぎず、新たなルールを即席で作って加えたというも

のではない。

(ｳ) 支給区分決定要件の運用について

会社は、住宅手当の支給区分及び「運用ルール」に従って、Ａ

の住宅手当の支給区分を、従前の「既婚者」から「単身独立生計

者」に変更した。Ａの住宅手当の支給区分が変更されたのは、妻

の死亡に伴って同人が独身者となったことにより、住宅手当の支

給区分上、Ａが「既婚者」でなく「単身独立生計者」になり、か

、 「 」 「 」 「 」つ Ａが 運用ルール に定める 単身独立生計者 が 既婚者

として扱われる例外的な場合にも該当しなかったからにほかなら

ない。Ａの住宅手当の支給区分が変更された理由はこれに尽きる

のであって、会社の対応が不当労働行為に該当する余地は存在し

ない。また 「運用ルール」は、Ａがその長女と生計を共にして、

いないことが判明する前からＡ及びス労自主に伝えられており、

なおかつ、ス労自主は、その要件をＡに適用することについて確

認書まで会社に提出していた。すなわち、会社は、当初からＡ及

びス労自主に説明を行い、かつス労自主も納得していたとおりの

ルールに従って処理をしたに過ぎない。

(ｴ) ＡとＣとのやり取りに伴う会社の対応について
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賃金・福祉課のＣが、Ａから長女が結婚している事実を聞いた

後で 「それだと条件が違ってくるかもしれないので確認する 」、 。

と回答し、その後 「確認したが間違いない 」として改めて住、 。

民票などの書類の提出を求めたのは、その時点において、Ａと長

女が生計を共にしているかどうか分からなかったものの、いずれ

にせよ住民票と過去に扶養家族であったことを証明する書類での

確認が必要なのは間違いないと判断したからである。

(3) 当委員会の判断

ア 「単身独立生計者」への支給区分の変更自体について

前記第２の３の(1)で認定したとおり、会社では、扶養家族の有

無、配偶者の有無などを基準とした支給区分に基づいて従業員に

住宅手当を支給している。人事関係規定集の規定によれば 「扶、

養家族」を有していれば 「扶養家族を有する者」に該当する支、

給区分が適用となり 「扶養家族」とは「所得税法上の扶養親族」、

とされている また 扶養家族を有しない者 は 既婚者 単。 、「 」 、「 」、「

身独立生計者」及び「単身親元」に区別される。このことからす

、「 」 、 、「 」ると 既婚者 は 配偶者のいる者を意味し 単身独立生計者

及び「単身親元」は配偶者がいない者を意味しているのは明らか

である。なお 「単身親元」に該当する場合であっても、当該従、

業員が世帯の主たる生計責任者である場合は 「単身独立生計者」、

の支給区分が適用され、会社の住宅施設を利用する者に住宅手当

は支給していない。

前記第２の３の(2)で認定したとおり、会社には住宅手当の支給

において 「非管理職従業員で独身で扶養者を有する者が、被扶、

、養者の就職や年金受給開始などの理由から扶養者から外れた場合

その元被扶養者と同居する場合に限って住宅手当は 『単身独立、

生計者』ではなく『扶養家族を有しない既婚者』扱いとする 」。

という「運用ルール」があり、平成17年２月４日の本部団交にお

いて、会社は組合に文書で提示している。また 「運用ルール」、

の趣旨は 「扶養家族を有する者」に該当していた「独身の従業、

員」が、就職等の理由で扶養家族から外れた元被扶養者と同居し

生計を共にしている場合に限って、当該従業員の生活実態がそれ

ほど大きく変わらないと見ることができることから、配偶者がい

なくても特例として「既婚者」として扱い、住宅手当の減額幅を
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小さくするよう配慮したものである。

しかしながら 「運用ルール」は 「独身で扶養者を有していた、 、

者で、被扶養者の就職等の理由から扶養者から外れた場合」を対

象としており、Ａのように 「扶養家族を有しない既婚者」に該、

当していた者が配偶者を亡くして、元被扶養者である子どもと同

居している場合を対象とすることは想定していなかった。

そこで会社は、Ａのケースは、妻が死亡した時点で人事関係規

定集や「運用ルール」をそのまま適用すれば「単身独立生計者」

となるところ 「運用ルール」を設けた趣旨に鑑み、想定外のＡ、

のケースにも「運用ルール」を適用することとしたのであり、従

業員であるＡに配慮した取扱いをすることを決定したのは明らか

である。

以上のことからすれば、会社が、Ａへの「運用ルール」の適用

に関し、元被扶養者と同居し生計を共にすることを要件としたこ

とは、住宅手当の趣旨及び「運用ルール」を設けた趣旨からすれ

ば妥当なものと認められる。

加えて、前記第２の４の(5)で認定したとおり、組合も、平成17

年９月２日の本部団交において、文書を用意し 「過去に扶養し、

ていた者と同居し、生計を共にする場合は 『単身独立生計者』、

ではなく 『既婚者』の扱いとする」ことを見解として示し、同、

日付けの確認書を会社代表に提出していることから、住宅手当を

支給する趣旨及び「運用ルール」が設けられた趣旨を理解した上

で、会社が行ったＡへの配慮についても了解していたものと認め

るのが相当である。

その後、前記第２の４の(6)及び同(12)で認定したとおり、Ａの

場合、同居はしているが、結婚している元被扶養者である長女と

は住民票が別になっており、世帯を異にしていることから 「生、

計を共にする」という要件に該当しないとして、会社が、平成18

年１月から「単身独立生計者」の扱いをしたことは、上記要件に

照らして判断した結果に過ぎないと認めるのが相当である。

イ 支給区分変更に至る手続について

(ｱ) 支給区分の変更における組合との合意について

組合は、支給区分の変更を一方的に押しつけたと主張するが、

支給区分の要件については、前記第２の４の(5)で認定したとお
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り、平成17年９月２日の本部団交において、暫定的であるとしな

がらも、過去に扶養していた者と同居する場合に、住宅手当の支

給区分が「既婚者」として取り扱われるためには「生計を共にす

る」ことが要件となることを確認している。

組合が、このことを確認した文書を自ら会社に手渡しているこ

、 、 「 」とからすれば 当時 組合がＡの住宅手当の支給区分が 既婚者

、 、として取り扱われるためには 過去に扶養していた長女と同居し

生計を共にすることが要件であると認識していたことは明らかで

これを疑う余地はない。

加えて、前記第２の４の(6)で認定したとおり、Ａが提出した

住民票によれば、Ａと長女は同居はしているが、長女の住民票に

おける世帯主は長女の夫であり、Ａと長女は別世帯であることが

確認でき、会社が、Ａのケースについては、長女と同居はしてい

るが生計を共にしている状況には該当しないと判断したことには

合理性が認められる。

また、組合は 「かつて扶養した子女と同居する場合で、その、

子女が結婚しているケース」という過去に前例のないケースが生

じたのであるから、その取扱いについては組合と協議して合意を

得るのが当然であるが、会社は一方的にＡの住宅手当の支給区分

を「既婚者」から「単身独立生計者」に変更したと主張する。

確かに、Ａのケースは前例はなかったが、Ａが長女と同居し生計

を共にしていれば「運用ルール」を適用し「既婚者」とすること

について、前述のとおり平成17年９月２日の本部団交において組

合も自ら確認している。その後、Ａが長女と生計を共にしていな

かったために「運用ルール」が適用されず、結果として組合の想

定に反して「単身独立生計者」とされたに過ぎない。よって、組

合の合意を得ずに一方的に支給区分を変更したとの組合の主張は

失当である。

さらに、組合は、仮にＡがス労自主組合員でなければ、会社は

係る対応をすることはなく、協議を尽くし 「扶養家族を有する、

者」として取り扱うことも考えられると主張するが、本件におい

て、会社は団体交渉においても丁寧に説明を行うなど、誠実な対

応を行っており、会社の対応が他組合と異なっていることを窺わ

せる事実は示されていない。
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(ｲ) 平成17年９月２日の本部団交での労使間の確認事項とその後の

「運用ルール」の適用について

前記第２の４の(5)で認定したとおり、平成17年９月２日に行

われた本部団交において確認されたのは 「過去に扶養していた、

者と同居し生計を共にする場合は『既婚者』の取扱いとする」こ

とと 「Ａが会社に提出しなければならない必要書類は、住民票、

と過去に扶養家族であったことを証明する書類である」というも

のであり、要件を問わずＡの支給区分を「既婚者」として扱うこ

とを、労使で確認した事実は窺われない。

なお、前記第２の４の(7)で認定したとおり、平成17年10月20

日の本部団交で会社は、組合に提出した同日付け文書にある「運

用ルールの追加 （ 同居の非扶養家族が結婚などにより生計を」「

別にしている［当該従業員と別世帯］場合は、既婚者の適用は行

わない ）について説明しているが、上記のとおりＡを「既婚。」

者」として扱うことを確認した事実が認められない以上 「運用、

ルールの追加」が、労使間で確認した事項を反故にしたものとは

認められず、組合の主張は失当である。

(ｳ) 支給区分決定要件の運用について

前記アでも述べたとおり、会社は、人事関係規定集で住宅手当

における「扶養家族」の定義を「所得税法上の扶養親族」である

としていることや、単身親元でも当該従業員が世帯の主たる生計

責任者である場合は、最も低い支給区分の「単身親元」でなく、

上位の「単身独立生計者」としての手当を支給すると規定してい

ることからすれば、会社は従前から住宅手当の支給において「当

該従業員がどの程度まで生計責任をもっているのか 、即ち、同」

居者がある場合には 「世帯の主たる生計責任者であるか否か」、

を支給区分を決定する重要な判断基準としていたことは明らかで

ある。

また 前記第２の４の(10)で認定したとおり Ａは 会社に 扶、 、 、 「

養控除等（異動）申告書」を提出していることから、母親を所得

税法上の扶養親族とした旨を申告したのであり、人事関係規定集

に従えば、母親は住宅手当を支給する場合の基準となる「扶養家

族」となると認められ、Ａの住宅手当の支給区分は「扶養家族を

有する者」に該当することとなる。Ａが母親を扶養家族としたこ
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とに伴う会社の決定は、人事関係規定集に基づく客観的判断に基

づくものであると認められ、妻死亡時における住宅手当の支給区

分変更において、長女は同居しているが生計を共にしていないた

め人事関係規定集に基づき「単身独立生計者」とした判断と何ら

異なるものではなく、Ａに対して恣意的な運用が行われたとは認

めることはできない。

(ｴ) ＡとＣとのやり取りに伴う会社の対応について

前記第２の４の(2)及び同(3)で認定したとおり、当時、ＡとＣ

との間で行われていたやり取りは、Ａが過去に扶養していた長女

と同居していることを前提として行われており、その場合にＡが

どのような書類を提出すればよいかということであった。これを

前提に考えれば、住宅手当の担当者であったＣが、Ａから新たに

得た「長女が結婚している」という情報が、組合も主張している

過去に例のない「かつて扶養した子女と同居する場合で、その子

女が結婚しているケース」に該当したことや 「長女が結婚して、

、 」 、いることで Ａと生計を共にしていない ことも想定できたため

Ａに提出させる書類が住民票と過去に扶養家族であったことを証

明する書類で間違いないかを確認し、提出させる書類としては間

違いなかったので、改めてＡに書類の提出を求めたに過ぎないと

認めるのが自然かつ合理的で、後からＡに対して行った不利益な

取扱いを取り繕うための会社の虚言であるとする組合の主張こ

そ、あまりにも不自然であり、かつ論理の飛躍があるというべき

である。

２ 不当労働行為の成否

前記１でみたとおり、会社がＡの住宅手当の支給区分を「既婚者」で

はなく「単身独立生計者」とすると判断したことは、人事関係規定集の

住宅手当に関する規定や本部団交において労使間で確認されていた「運

用ルール」及び必要な提出書類を確認した結果に基づいたものであり、

その範囲を逸脱するものとは認められず、従業員であれば誰にでも適用

される取扱いであることは明らかで、Ａを殊更に不利益に扱おうとした

とは認められないことから、Ａの配偶者死亡に伴う本件住宅手当の支給

区分の変更が、労働組合法第７条第１号に該当する不当労働行為である

と言うことはできない。

なお、組合は、その後、Ａが母親を扶養家族としたことに伴い、支給
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区分が「扶養家族を有する者」へ変更となり、Ａの経済的な不利益は解

消されていることを認めながら、尚も、会社が、平成18年１月５日付け

通知文書を撤回していないことが不利益取扱いであると主張するが、上

記のとおり、Ａの配偶者死亡に伴い支給区分を「既婚者」から「単身独

立生計者」へ変更した会社の決定に不当労働行為性は認められないこと

から、これについては判断するまでもない。

、 、よって 労働組合法第27条の12及び労働委員会規則第43条の規定を適用し

主文のとおり命令する。

平成22年３月30日

神奈川県労働委員会

印会長 関 一 郎 ○


